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は　し　が　き

　改めて言うまでもなく，日本とASEAN諸国とは非常に繋がりが深い。政治だけでは
なく，経済においてもお互いに大きなウェイトを占めている。ASEAN諸国はそれぞれ，
宗教や言語が異なる国々の集まりであり，人口・経済規模も全く異なるが，全体的に経
済発展を続けており，今後も一層の市場拡大が見込まれている。日本からも依然として，
旺盛な投資が行われている。
　さて，日系進出企業にとって，ASEAN諸国での事業展開をスムーズに行い，大きく
飛躍するためには，現地のルールをよく知り，現地の人々とうまくコミュニケーション
を取る必要がある。そのための効果的な方法の一つは，先人の具体的な体験例に学ぶこ
とである。
　本書は，当協会から過去に発行された『海外派遣者ハンドブック　経験者が語る職場・
コミュニティの実用ノウハウ　ASEAN編』（1990年），および『海外派遣者ハンドブッ
ク　ASEAN労使関係編』（1997年）の事例を体系的に集約し，より実践的で実用的な事
例集として改訂したものである。
　第１章に各国共通の事例を集め〈各国共通事例編〉（全41事例）とした。また，第２章
に各国それぞれの事例を国別にまとめ〈各国別事例編〉（全33事例）とした。今回の改訂
版発行を機に，タイトルも新たに『日本在外企業協会 海外派遣者ハンドブック　ASEAN
実用ノウハウ事例集　上巻　―日本人派遣者のための人事・労務問題の具体例とその対
策―』という名称に変更した。
　前述したように，各国それぞれに民族，宗教，歴史，文化などの背景が異なり，職場
や日常生活において異なった対応が必要となる場合もあるが，本書では主として各国に
共通の問題を取り上げ，各国の特殊事情については，ポイント欄に注意事項として記載
するとともに，〈各国別事例編〉の中に国別の事例をまとめて掲載した。
　労働慣行，生活習慣，地域社会との関係など海外派遣者が現地で対応を迫られる問題
は多々あるが，こうした問題は各国の労働・社会習慣と日本のそれとの相違からくるも
のが多く，「郷に入っては郷に従え」式の柔軟な対応が要求されるようである。新しく同
地域へ赴任する派遣者のための手引として，本書を活用していただければ幸いである。
　また，この機会に，90年，97年当時のハンドブック作成にご尽力いただいた作成委員
会の主査・副主査・委員のメンバー，および本事業の委託元であった日本労働研究機構
（現，労働政策研究・研修機構）に対し，心から感謝を申し上げる次第である。

　2012年４月
� 一般社団法人 日本在外企業協会
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第１章　各国共通事例編

（全41事例）



事例１
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〔事情編〕 ASEAN諸国の労働者事情

インドネシア：有期契約の労働者が特に製造業で増えている。
マ�レーシア：外国人労働者が労働力人口の10％を超えるほどに増え，製造業にも導入可
能になって多くの日系企業が単純労働は外国人労働者に頼るようになっている。パー
トタイム労働者も増加。
シ�ンガポール：外国人労働者が労働力人口の30％を超え，単純労働のみならず，ホワイ
トカラーも外国人に頼る傾向が強まっている。しかしながら，近隣諸国の経済発展も
あり，外国人労働に頼った経済運営はそれほど遠くない将来に行き詰まることは目に
見えており，その対策に力を入れている。
タ�イ：派遣，請負の間接雇用が著しく増えている，特に自動車組立などの比較的マニュ
アル化が容易で，訓練期間が２～３カ月と短い業種では，工場で働く労働者の６～７
割が間接雇用であることが珍しくなくなってきている。

シンガポールのビル群

― 5―



事例２
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事例３
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事例４
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事例５
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事例６

― 14 ―



〔事情編〕 ASEAN諸国の主要経済データ

⑴　実質GDP成長率� （％）
年

国 2010年 2011年 * 2012年 **

フ ィ リ ピ ン 7.6 7.0-8.0 5.1
イ ン ド ネ シ ア 6.1 6.5 6.8
マ レ ー シ ア 7.2 5.0-5.5 5.0-6.0
シ ン ガ ポ ー ル 14.5 5.0-6.0 4.8
タ イ 7.8 4.0 4.5

⑵　１人あたりのGDP（名目）� （ドル）
年

国 2010年 2011年 * 2012年 **

フ ィ リ ピ ン 2,123 2,255 2,376
イ ン ド ネ シ ア 2,974 3,469 3,848
マ レ ー シ ア 8,417 9,892 10,609
シ ン ガ ポ ー ル 43,117 50,714 53,072
タ イ 4,992 5,281 5,865

*�Estimate（見込）
**Forecast（予測）

出典：IMF�World�Economic�Outlook（September�2011），Asian�Development�Outlook�2011�and�various�sources.
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事例７
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事例８
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事例９
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タイのビル群と建設現場
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　会社の定年は57歳程度。現在の部長レベルの現地管理職は，あと数年すれば定年退職と
なる。当然，現在の次長もしくは課長レベルから部長へ昇進させることを考えねばならな
い。ところが自分の見たところ，現在の次長・課長はまだまだ知識・経験ともに，次の時
代を担える人材とはいえない。
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⑴�　ASEAN各国では近年急速に大学数が増え，大卒者の採用はそれほど難しくはなくな
ってきている。だが，大卒者自身のプライドは日本と比較できないほど高く，入社当初
から相応の待遇を要求する。

― 37 ―



― 38 ―



― 39 ―



― 40 ―



― 41 ―



だった。それが政府通達で最低１カ月分支給するよう義務づけられた」と山田さん。

ても，この手当は絶対必要なんだ」
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　マレーシアは３つの民族からなっている。全人口の60パーセントを占めるマレー系，25
パーセントの中国系，そして８パーセントのインド系という構成である。
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病気中の賃金
当初４月�100％
５～８月�75％
９～12月�50％
以降� 25％

勤続６月以上
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台湾などの企業や現地企業が，大挙して進出してきたからである。
　そのため，業績も悪くなってきている。このままでは生き残っていくことは難しく，企
業体質の強化が緊急の課題である。こうした判断から，同社は合理化案の作成に着手した。
その中で最も問題になったのは，賃金である。
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事例26　産別組織から労働組合結成の要求書
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事例27　団体交渉権確認の手続きでもめる
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事例28　労働組合結成で混乱
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事例29　ある日，オフィスに棺桶が
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事例30　人事評価制度はしっかりと
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事例31　社員ピクニックも時間外労働？
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事例32　立ち消えになってしまった親睦ゴルフ会
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事例33　オフィスに張られた蜘蛛の巣は誰が取る？
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⑷　整理整頓は職場の安全衛生の問題であることを十分説明する。
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事例34　現地型に工夫された５S運動
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事例35　バラバラなお祈りの時間
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事例36　不当解雇の訴えに悩む日本人社長
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事例37　たくさん来る寄付の依頼
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事例38　社外活動のメリットは何？
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事例39　責任を押しつけ合う製造部門と販売部門
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事例40　ヘルメットを着用させるには？
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事例41　現地の協力会社を育てる
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第２章　各国別事例編

（全33事例）



事例１　不正を働いた経理部員だが 【インドネシア】

　ザキー氏は勤続５年目の売掛金担当のローカルの経理部員である。最近不正を疑わせる

ような行為があったことが発覚した。そのため警告書を渡すとともに，他部門への配置転

換を行った。しかし引き続き移動先の部門でも勤務態度が悪かったため，自宅待機を命じ，

その後本人に解雇を通告した。その際，労働法に基づき，勤続年数に応じた退職手当（月

給の５カ月分）と勤続功労金（２カ月分），未取得の年休相当額や帰郷費用などの「受け取

るべき権利の損失補償金」に加え，特別に２カ月分の手当を上乗せすることを伝えた。

　ところがザキー氏は，それを不服として労使調整委員会に会社を訴えた。委員会は，警

告が３回に至っていないことを理由に，ザキー氏を支持したことから調停は難航。結局，

解決のめどが立たないため，企業側は本人の要求通り，さらに10カ月分の給与を上乗せし

退職金として支払うことで和解した。

　この事例の問題点は，不正の疑いを明確にせず，解雇の際に当然必要となる要件を満た

さないうちに解雇を急いだことにある。つまり企業側は不正を働いたザキー氏が社内にい

ることで，他の従業員に悪影響があると考えたため，警告書を１回渡しただけで，未だ解

雇の要件が整わないうちに解雇してしまった。その結果，労使調整委員会も，ザキー氏を

支持したのである。労働法では解雇について労使が誠実に協議し，合意に至らない場合は，

労使紛争解決機関の決定を受けた後だけ，解雇できると定めている。懲戒解雇の規定はな

くとも，不正があれば解雇できるが，退職手当等は規定通り支給する必要がある。
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事例２　親分肌の日本人工場長に反発 【インドネシア】
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事例３　試用期間中の運転手の解雇 【インドネシア】

明確に本人に伝えなかったことである。現行労働法では試用期間中の労働者を解雇する場

合は，事前にその旨を書面で通知されていることを要件としている。
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事例４　労働協約の一部不履行で労働局に訴え 【インドネシア】

　日系の現地法人のA社は，２年に１回の労働協約の改定交渉の最中であった。労働組合

から，現行の協約の中に長年不履行の事項があるので，それをすぐに実施せよとの要求が

あり，同時に一部の労働組合員が労働局に訴えた。この背景には一部の組合員が，協約内

容の不備を指摘して，労働組合の幹部を突き上げていることがあった。時間外であったが，

組合員は事務所内で気勢を上げるなどの行動もとった。

　指摘された事項は，これまでの労使交渉では特に取り上げられたこともなく，見過ごさ

れてきた事項であった。実際，労使交渉では多様な要求が出され，日本人の総務担当者の

藤本さんは，それを日本語に翻訳するだけでも手一杯であった。

　結局，労働局は労働組合に有利な調停を行い，それで労使は和解することになった。
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事例５　組合員と非組合員の労働時間格差 【マレーシア】
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事例６　組合の闘争戦術で会社の記念行事をボイコット 【マレーシア】
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事例７　長引く協約改定 【マレーシア】
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事例８　初任給アップをきっかけに集団欠勤 【マレーシア】
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事例９　若い日本人スタッフが現地スタッフを蹴飛ばしたら 【マレーシア】
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　日本人スタッフの派遣に際しては『海外投資行動指針：第八“派遣者の選定，教育”』の

「海外投資先への派遣者の選定に当たっては，協調性，意欲，能力，経験などの適正に配慮

するとともに，投資先国の言語，社会，文化等，海外実務以外の学習を含めた適切な事前

教育，訓練を行うよう努めること。……」を参考にしたい。また，派遣後も折に触れて，

現地スタッフについての理解や現地の文化，宗教等の異文化に関する理解を深めることも

必要である。
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事例10　部下を注意しない主任 【マレーシア】
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事例11　社員旅行でレストランに入れず 【マレーシア】
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事例12　団体交渉権を否決 【フィリピン】
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事例13　一律15％アップの要求が 【フィリピン】
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事例14　制度改定は慎重に 【フィリピン】
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事例15　何でもやる社長 【フィリピン】
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チャオプラヤ川（タイ）

＊　　　　　＊　　　　　＊
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事例16　解雇したのは有力者の子弟 【フィリピン】
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事例17　日本人と現地スタッフは同じ車に 【フィリピン】
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事例18　人前で怒るのは禁物 【フィリピン】
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事例19　秘書は専門職 【シンガポール】
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事例20　ある日突然，労働組合が結成 【タイ】

― 108 ―



― 109 ―



事例21　ルールを知らない違法争議 【タイ】

（注）１バーツ＝2.66円（2012. 2. 27現在の三菱東京UFJ 銀行資料）
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事例22　一度労使で決めたことが 【タイ】
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事例23　一人の扇動で新入社員が無断欠勤 【タイ】
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事例24　給与・ボーナス支給直後に集団欠勤 【タイ】

― 115 ―



事例25　労働条件の変更がサボタージュを招く 【タイ】
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事例26　就業規則の準備，徹底を 【タイ】

　さらに，虚偽の申請が就業規則では罰則になることを明確にし，きちんと摘要すること

である。そして就業規則に触れる場合には，その都度必ず警告書を本人に渡すことが必要

である。

― 118 ―



事例27　現地スタッフが部下を殴るのを黙認 【タイ】
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事例28　人事担当課長には公正な人物を 【タイ】
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事例29　日本研修後，全員一律賃金のアップを要求 【タイ】
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タイ街角の寺院

＊　　　　　＊　　　　　＊
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事例30　解雇には証拠が必要 【タイ】
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事例31　定年退職の元部長の恨み 【タイ】
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事例32　在位50周年は休日に 【タイ】
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事例33　田舎はいや 【タイ】
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